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（百万円未満切り捨て）

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年10月期第２四半期 55,154 28.3 3,536 85.6 3,713 77.6 2,491 72.7

2021年10月期第２四半期 42,973 11.9 1,905 5.6 2,090 9.3 1,442 9.2

（注）包括利益 2022年10月期第２四半期 2,479百万円（44.8％） 2021年10月期第２四半期 1,712百万円（39.3％）

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年10月期第２四半期 274.47 －

2021年10月期第２四半期 154.94 －

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2022年10月期第２四半期 90,710 44,383 48.7

2021年10月期 83,990 42,886 50.9

（参考）自己資本 2022年10月期第２四半期 44,186百万円 2021年10月期 42,725百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年10月期 － 40.00 － 50.00 90.00

2022年10月期 － 60.00

2022年10月期（予想） － 60.00 120.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無： 有

１．2022年10月期第２四半期の連結業績（2021年11月１日～2022年４月30日）

（注）2021年10月期第２四半期の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につきましては、潜在株式が存在しないため記
載しておりません。また、2022年10月期第２四半期の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につきましては、希
薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（２）連結財政状態

２．配当の状況

配当予想の修正については、本日（2022年６月２日）公表いたしました「業績予想の修正、剰余金の配当（中間配
当）及び期末配当予想の修正に関するお知らせ」をご覧ください。



（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 108,000 16.8 6,400 34.9 6,700 33.9 4,600 28.4 514.27

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無： 有

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）： 有

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用： 無

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ： 有

②  ①以外の会計方針の変更                      ： 無

③  会計上の見積りの変更                        ： 無

④  修正再表示                                  ： 無

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年10月期２Ｑ 10,500,000株 2021年10月期 10,800,000株

②  期末自己株式数 2022年10月期２Ｑ 1,455,206株 2021年10月期 1,680,806株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2022年10月期２Ｑ 9,078,979株 2021年10月期２Ｑ 9,311,639株

３．2022年10月期の連結業績予想（2021年11月１日～2022年10月31日）

連結業績予想の修正については、本日（2022年６月２日）公表いたしました「業績予想の修正、剰余金の配当（中

間配当）及び期末配当予想の修正に関するお知らせ」をご覧ください。

なお、当社は2021年12月８日開催の取締役会決議に基づき、自己株式83,300株の取得を行いました。また、2022年

６月２日開催の取締役会において、自己株式の取得について決議いたしました。連結業績予想の「１株当たり当期

純利益」については、これらの取得及び取得予定等の自己株式数の増減を考慮し、算定しております。

※  注記事項

新規  1社  （社名）北越電研（上海）有限公司、　除外  －社

（注）詳細は、添付資料Ｐ．７「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記

事項（当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動）」をご覧ください。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（注）詳細は、添付資料Ｐ．７「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事

項（会計方針の変更）」をご覧ください。

（４）発行済株式数（普通株式）

※  四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的である

と判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際

の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症による厳しい状況が緩和され、各

種政策の効果や海外経済の改善から景気に持ち直しの動きが見られたものの、ウクライナ情勢等による原材料価格

の上昇や金融資本市場の変動、供給面での制約等の下振れリスクによって、先行き不透明な状況で推移いたしまし

た。

　当社グループの係わる電線業界におきましては、電線の主材料である銅の価格が、１トン当たり期中平均1,211

千円と前年同期平均913千円に比べ32.6％上昇いたしました（銅価格の推移、１トン当たり期初1,170千円、安値

1,120千円（2021年12月）、高値1,370千円（2022年４月）、第２四半期末1,320千円）。また、建設・電販向けの

出荷量は、前年同期に比べ増加基調で推移いたしました。

　このような情勢のもとで当社グループは、提案型営業の推進、配送体制の強化、新規得意先の開拓及び既存得意

先の深耕、新商品の拡販など積極的な営業展開を図りました。また、更なる事業拡大を目的に、株式会社北越電研

を2022年３月に完全子会社化いたしました。

　その結果、当第２四半期連結累計期間の経営成績は、半導体製造装置向け需要の増大、自動車・工作機械向け需

要の回復、銅価格の上昇に伴い建設・電販向けの売上が増加したことにより、売上高は55,154百万円（前年同期比

28.3％増）、営業利益は3,536百万円（前年同期比85.6％増）、経常利益は3,713百万円（前年同期比77.6％増）、

親会社株主に帰属する四半期純利益は2,491百万円（前年同期比72.7％増）となりました。

　なお、第１四半期連結会計期間より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）

等を適用しております。これにより、前第２四半期連結累計期間と収益認識に関する会計処理が異なっております

が、当該会計基準適用による影響は軽微なため、前年同四半期及び前連結会計年度との比較・分析を行っておりま

す。

　また、当社グループは、電線・ケーブル事業の単一セグメントであるため、セグメントごとの業績の記載を省略

しております。

（２）財政状態に関する説明

資産、負債及び純資産の状況

　当第２四半期連結会計期間末の資産につきましては、資産合計は90,710百万円で前連結会計年度末に比べて

6,719百万円の増加となりました。

　流動資産は66,650百万円で現預金及び売上債権、商品が増加したことなどにより、前連結会計年度末に比べて

6,317百万円の増加となり、固定資産は24,060百万円で前連結会計年度末に比べて402百万円の増加となりまし

た。

　負債につきましては、負債合計は46,327百万円で前連結会計年度末に比べて5,222百万円の増加となりまし

た。流動負債は42,980百万円で仕入債務が増加したことなどにより、前連結会計年度末に比べて4,554百万円の

増加となり、固定負債は3,346百万円で新たに連結子会社の範囲に含めた子会社の社債及び長期借入金が増加し

たことなどにより、前連結会計年度末に比べて667百万円の増加となりました。

　純資産につきましては、純資産合計は44,383百万円で前連結会計年度末に比べて1,497百万円の増加となりま

した。増加の主な要因は、自己株式の消却により資本剰余金が減少したものの、利益の内部留保により利益剰余

金が増加したことなどによります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　連結業績予想につきましては、2022年３月３日に「業績予想の修正に関するお知らせ」で公表いたしました業績

予想を修正しております。詳細につきましては、本日（2022年６月２日）公表いたしました「業績予想の修正、剰

余金の配当（中間配当）及び期末配当予想の修正に関するお知らせ」をご覧ください。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2021年10月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年４月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 26,335 27,806

受取手形及び売掛金 21,291 22,740

電子記録債権 7,561 9,010

有価証券 6 －

商品 4,916 6,827

その他 235 279

貸倒引当金 △13 △14

流動資産合計 60,333 66,650

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 6,275 6,420

機械装置及び運搬具（純額） 377 352

土地 10,239 10,392

リース資産（純額） 81 96

その他（純額） 314 318

有形固定資産合計 17,287 17,580

無形固定資産

のれん － 174

その他 110 115

無形固定資産合計 110 290

投資その他の資産

投資有価証券 1,848 1,656

長期貸付金 19 12

繰延税金資産 713 820

その他（純額） 4,045 4,084

貸倒引当金 △367 △384

投資その他の資産合計 6,259 6,189

固定資産合計 23,657 24,060

資産合計 83,990 90,710

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

- 3 -

泉州電業㈱（9824）　2022年10月期　第２四半期決算短信



（単位：百万円）

前連結会計年度
(2021年10月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年４月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 35,628 39,373

短期借入金 105 430

１年内償還予定の社債 － 14

１年内返済予定の長期借入金 － 79

リース債務 21 24

未払法人税等 1,024 1,204

賞与引当金 669 685

その他 976 1,168

流動負債合計 38,426 42,980

固定負債

社債 － 214

長期借入金 － 238

リース債務 15 29

繰延税金負債 2 1

退職給付に係る負債 2,212 2,251

役員退職慰労引当金 － 178

資産除去債務 6 6

その他 442 426

固定負債合計 2,678 3,346

負債合計 41,104 46,327

純資産の部

株主資本

資本金 2,575 2,575

資本剰余金 3,412 2,690

利益剰余金 40,032 41,975

自己株式 △4,201 △3,926

株主資本合計 41,818 43,314

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 785 616

為替換算調整勘定 131 250

退職給付に係る調整累計額 △10 △8

その他の包括利益累計額合計 906 858

新株予約権 － 13

非支配株主持分 160 197

純資産合計 42,886 44,383

負債純資産合計 83,990 90,710
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2020年11月１日
　至　2021年４月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年11月１日

　至　2022年４月30日)

売上高 42,973 55,154

売上原価 36,514 46,962

売上総利益 6,458 8,191

販売費及び一般管理費

運賃及び荷造費 643 659

貸倒引当金繰入額 0 0

給料及び賞与 1,416 1,386

福利厚生費 425 441

賞与引当金繰入額 582 658

退職給付費用 150 134

旅費交通費及び通信費 109 120

減価償却費 258 234

その他 967 1,017

販売費及び一般管理費合計 4,553 4,655

営業利益 1,905 3,536

営業外収益

受取利息 3 4

受取配当金 16 17

受取家賃 60 64

仕入割引 13 －

為替差益 2 16

その他 132 123

営業外収益合計 228 226

営業外費用

支払利息 0 0

減価償却費 26 25

支払保証料 4 5

その他 11 18

営業外費用合計 43 49

経常利益 2,090 3,713

税金等調整前四半期純利益 2,090 3,713

法人税、住民税及び事業税 595 1,156

法人税等調整額 46 35

法人税等合計 641 1,191

四半期純利益 1,448 2,521

非支配株主に帰属する四半期純利益 6 29

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,442 2,491

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第２四半期連結累計期間）
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2020年11月１日
　至　2021年４月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年11月１日

　至　2022年４月30日)

四半期純利益 1,448 2,521

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 174 △168

為替換算調整勘定 72 124

退職給付に係る調整額 16 1

その他の包括利益合計 263 △42

四半期包括利益 1,712 2,479

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,700 2,443

非支配株主に係る四半期包括利益 12 36

（四半期連結包括利益計算書）

（第２四半期連結累計期間）
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

１．資本準備金の額の減少

　当社は、2022年１月27日に開催された第72期定時株主総会の決議により、会社法第448条第１項の規定に基

づき、2022年３月１日付で資本準備金2,672百万円を減少し、同額をその他資本剰余金に振替えております。

２．自己株式の取得

　当社は、2021年12月８日開催の取締役会決議に基づき、自己株式83,300株の取得を行い、当第２四半期連結

累計期間において、自己株式が499百万円増加しました。

３．自己株式の消却

　当社は、2021年12月８日開催の取締役会決議に基づき、2021年12月15日付で自己株式300,000株の消却を実

施し、当第２四半期連結累計期間において、自己株式と資本剰余金がそれぞれ751百万円減少しました。

４．自己株式の処分

　当社は、2022年２月25日開催の取締役会決議に基づき、当社の取締役に対する譲渡制限付株式報酬として自

己株式8,900株の処分を行い、当第２四半期連結累計期間において、自己株式が23百万円減少し、資本剰余金

が29百万円増加しました。

　これらの結果、当第２四半期連結累計期間において資本剰余金が722百万円、自己株式が275百万円それぞれ減少

しました。

（当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動）

　当第２四半期連結会計期間において、株式会社北越電研の全株式を取得したため、同社及び同社の子会社の北越

電研（上海）有限公司他１社を連結の範囲に含めております。

　なお、北越電研（上海）有限公司は当社の特定子会社に該当しております。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これによる

主な変更点は、保守契約取引について、従来は保守開始時の一時点で収益を認識しておりましたが、履行義務を

充足するにつれて一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。

　なお、収益認識適用指針第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品の販売において、出荷時から当該商品

の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半

期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、

収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従

ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の損益及び利益剰余金の当期首残高に与える影響は軽微であります。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。

　なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。
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（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の影響）

　前連結会計年度の有価証券報告書の（追加情報）「新型コロナウイルス感染症の影響」に記載した新型コロナ

ウイルス感染症の影響に関する仮定について重要な変更はありません。

（重要な後発事象）

（自己株式の取得）

　当社は、2022年６月２日開催の取締役会において、以下のとおり、会社法第165条第３項の規定により読み替

えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議いたしました。

１．自己株式の取得を行う理由

　株主還元の充実と資本効率の向上及び経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行するため

２．取得に係る事項の内容

（１）取得対象株式の種類

当社普通株式

（２）取得し得る株式の総数

100,000株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合1.11％）

（３）株式の取得価額の総額

600百万円（上限）

（４）取得期間

2022年６月３日から2022年10月31日まで

（５）取得の方法

東京証券取引所における市場買付
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